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2021年の1月，NHKと受信料制度の今後のあり方を考えるうえで重要な2つの文書が公表された。1つは総務
省「放送を巡る諸課題に関する検討会」の「公共放送の在り方に関する検討分科会」のとりまとめである。もう1
つは，「NHK 経営計画（2021-2023 年度）」である。本稿では，公共放送分科会が開催された2020 年春からこ
の2つの文書が公表されるに至るまでの動向や議論を，時系列および論点別に整理する。そのうえで，分科会に
おいて議論が先送りされた論点や，そもそも議論の枠外に置かれた論点についても注目していく。

こうした論点にまで視野を広げるべきと考えるのは，筆者が現在，公共放送分科会で議論されている論点が，
重要だと思うものの，それだけで十分だとは考えていないからだ。そう考える理由を以下に挙げておく。

視聴者・国民のうちの決して少なくない人々が，総務省やNHKが大前提とする議論の枠組みの外から，NHK
や受信料制度を眺めているのではないか。NHKと民放の「二元体制」や，地上放送メディアの伝送路と規律と
いう「放送の公共性」「ユニバーサル・サービス」の今後と接合された議論が行われていかなければ，あるべき
NHKの役割や，民放や他メディアとの役割分担が見えてこないのではないか。Society 5.0やSDGs等の大きな
枠組み，一方で多層化するコミュニティー単位の小さな枠組みの双方で課題解決の取り組みが広がる中，公共性
を捉え直し，そこでメディアがどういう役割を果たせるかという観点で，NHK，受信料制度について考える必要
があるのではないか。

本稿ではそのほか，諸課題検の別の分科会やワーキングの議論の中で，今後の放送のあり方を考えるうえで確
認しておくべきポイントについても簡単に触れる。本稿が対象としている期間には，諸課題検以外にもさまざまな
メディアの動きがあったが，今回は政策議論に焦点を絞って考えていく。

これからの“放送”はどこに向かうのか？Vol.6
～公共放送・受信料制度議論～ 〈2020年5月～2021年1月〉
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はじめに

本稿は，2018年に開始した，放送に関連す
る新サービスや政策の最新動向を俯瞰し論点
を提示するシリーズの第6回である。今回は，
2020年の5月から2021年の1月までを対象と
する。

この期間の放送政策で最も注目された議論
は，間違いなくNHKと受信料制度について
であろう。総務省の「放送を巡る諸課題に関

する検討会（以下，諸課題検）」に設けられた
「公共放送の在り方に関する検討分科会（以下，
公共放送分科会，第1〜3章では分科会）」で
は，13回の議論が重ねられ，2021年1月に放
送法改正に向けたとりまとめ1）が公表された。
現在，総務省において，「正当な理由がないに
もかかわらず受信契約の締結に応じない受信
設備の設置者」に対し，民事上の担保措置とし
て割増金を課す制度をはじめ，4つの項目2）を
盛り込んだ制度改正の準備が進められている。
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この政策議論と並行して，NHKでは2020
年1月に就任した前田晃伸新会長（以下，前
田会長）のもと，既存業務の抜本的な見直し
と，効率的で持続可能な組織に変わるための
改革が急ピッチで進められてきた。2021年1月
に公表した「NHK経営計画（2021-2023年度）

（以下，経営計画）3）」では，衛星波の2Kにつ
いて2023年度中に1波を削減，音声波は1波
を2025年度に削減する方向で検討するとした。
また，2023年度に受信料を値下げする方針も
打ち出し，その還元の原資として700 億円程度
を確保するとした。

新聞やインターネット（以下，ネット）メディア
等によるNHK関連の報道もこれまでになく多
かった。ただ，2020年9月に就任した武田良
太総務大臣が，閣議後の記者会見や諸課題検
で，また，さまざまなメディア取材において受
信料の値下げに関する自論 4）を繰り返し述べた
こともあって，報道内容は受信料の値下げに
集中しがちであった。こうした中，諸課題検の
構成員たちからは，NHK改革の全体像につい
て視聴者・国民はどれだけ理解できているの
かを懸念する声も上がっている 5）。

本稿では，このNHKと受信料制度を巡る
動向・議論を中心に考察する。考察対象は諸
課題検の分科会の議論を軸とするが，とりまと
めに記載されなかった論点や，先送りされた論
点，そもそも議論の枠外に置かれた論点につ
いても注目していく。そのほか，諸課題検の別
の分科会やワーキングの議論の中で，今後の
放送のあり方を考えるうえで確認しておくべき
ポイントについても簡単に触れる。本稿が対象
としている期間には，諸課題検以外にもさまざ
まなメディアの動きがあったが，今回は政策議
論に焦点を絞って考えていく。

1. 問題意識

本論に入る前に，NHKと受信料制度を巡る
動向・議論に対する筆者の問題意識を述べて
おく。筆者は，現在，分科会で議論されてい
る論点について，重要だと思うものの，それだ
けで十分だとは考えていない。そう考える理
由を以下に挙げておく。

まず，いまや視聴者・国民のうち一定層が，
総務省が大前提とする議論の枠組みの外から，
NHKや受信料制度を眺めていると思われるか
らだ。こうした声はネット上で散見され，新聞
や雑誌に掲載される有識者たちのコメントでも
確認できる。

受信料制度についての批判は，制度をあず
かる総務省より，値下げやスクランブル化を要
求するという形をとってNHKに向かいやすい。
そしてここ数年は政治的なパワーも伴ってきて
いる。外から眺めている人たちの立ち位置はさ
まざまだが，それらの人々の視点を脇に置いた
まま，既存の枠組みのみで議論を深めていこう
としても，どこかでこの議論は行き詰まってし
まうのではないかと懸念している。

次に，メディア環境が大きく変容する中，
NHKや受信料制度の議論は，NHKと民放の

「二元体制」や，地上波メディアの伝送路と規
律という「放送の公共性」「ユニバーサル・サー
ビス」の今後を考えることと接合されていくのが
不可欠で，むしろこちらを“主役”として考える
議論が必要ではないかと考えているからだ。

これらの論点については，これまでのNHK
を巡る議論でも繰り返しキーワードとして提起
されており，今回の分科会でも同様であった。
だが，NHKや受信料制度を“主役”とする議
論である限り，二元体制の“片翼”である民放
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は，常にNHKの姿勢に物申す立ち位置となっ
てしまう。これでは，あるべきNHKの役割や，
民放や他メディアとの役割分担についてなかな
か建設的な議論になっていかない。

上述した課題を背負ったうえで，いまNHK
は，どこを目指すのかを社会に示せと言われて
いるのではないかと筆者は感じている。今回
の経営計画は，NHKなりの1つの答えである。
大きな枠組みの議論がない中で，多くの制度
的制約の中で，NHKが自らの「公共性」を社
会に示そうとする努力の跡がうかがえる。

だからといって，いまのNHKの姿勢が十分
だと言うつもりはない。分科会の構成員たちか
らは，今回の経営計画案を巡って，民放では
なくNHKにしかできないものは何なのかが見
えない，どのように社会的な役割を果たしてい
くのかがわかりにくい，達成度をどう評価して
いくのか見えない等の指摘がなされた 6）が，こ
うした同様の指摘は以前から変わらず続いて
いるからである。また，NHKが経営計画で
掲げた“新しいNHKらしさの追求”について
も，「大変ファジーで，何を言っているのか分
からないというところがあると思います 7）」と前
田会長自らも述べているように，NHKが自己
中心的になっていないか，コンテンツやサービ
スを足元から見直し点検するための“社内向
けのメッセージ”という印象も拭えない。この
メッセージがどこまで視聴者・国民の心に響
き，その内容に納得してもらえるのか，厳しく
問われなければならないのは言うまでもないだ
ろう。

NHKの職員である筆者が NHKや受信料制
度について論じることは，正直言って非常に
困難であり，限界を感じることも少なくない。
どう論じても，経営を擁護していると捉える

人もいれば，批判していると捉える人もいるだ
ろう。ただ，筆者は2012年から約8 年にわた
り，放送政策全般およびメディア環境の変化
を俯瞰し，この業界を観察してきた。その観
察者としての立ち位置から，今回もできるだけ
ニュートラルに論じることに努めたい。次章で
は，諸課題検の議論にフォーカスし，議事録
をひもときながら，何が議論されてきたのかを
見ていく。

2. NHKと受信料制度の改革議論①
～何が議論され，何が決まったのか～

本章ではまず，分科会のとりまとめとNHK
の経営計画が公表された2021年1月までの議
論と動向を時系列で整理する。次に，分科会
でとりまとめられた制度改正の方向が示された
4項目が，どのような議論の結果としてまとまっ
たのかを振り返る。

2-1　公共放送分科会開設から
       NHK 経営計画発表までの経緯

NHKを巡る議論は，2015 年11月の諸課題
検の開設当時から，分科会は設けず親会で
行われてきた。初期には「常時同時配信」が，
その後はこの論点も包含した，業務・受信料・
ガバナンスの「三位一体改革」が議論され，
2020 年1月にはNHKの常時同時配信を可能
とする項目を軸とする改正放送法が施行され
た。時を同じくして，NHKでは前田新会長が
就任した。分科会が開設されたのは，改正を
受けて「NHKプラス 8）」が開始され，5 年弱に
わたる常時同時配信議論が一段落した2020
年 4月であった。



5APRIL 2021

①2020年4〜6月

〈「三位一体改革」のとりまとめ〉

分科会の座長には親会の座長でもある多賀
谷一照氏が就任し，メンバー 8人のうち5人が
親会との兼務であった。新たに加わったのは，
競争法が専門でNHKの「インターネット活用
業務審査・評価委員会」の委員も務めた林秀
弥氏，電気通信分野等の規制産業における会
計が専門の関口博正氏，そして公共政策が専
門でネット上の言論やコミュニケーションにも詳
しい西田亮介氏の3人である。西田氏は自身も
ネットメディアで積極的に発信しており，事務
局のこの人選からは，NHKを見ていない，も
しくはテレビを持っていないネットユーザーの
動向やネット世論についても議論に生かしてい
こうという姿勢がうかがえた。

分科会では，第1回に早速，事務局から「三
位一体改革」を巡る論点を示す資料が提出さ
れ 9），6月にはとりまとめ10）が公表された。分
科会開設からわずか2か月経たないうちでの
公表だったが，改正放送法のもとでNHKが
初めて経営計画を策定する前に，諸課題検と
してこれまでの議論を「取組の具体化を期待
する事項」という形で示すにはぎりぎりのタイ
ミングであった。とりまとめには17 項目に及ぶ
具体的で詳細なNHKへの“期待”が示されて
いた。

②2020年6〜7月

〈日本の“特殊性”にフォーカス〉

分科会の議論が本格化したのは，論点を受
信料制度に絞ってからである。議論の材料とし
て事務局は，受信料制度を巡る海外比較に関
する資料を提示した。「通信・放送融合時代
に向けた受信料制度の在り方に関する論点整

理（案）11）」である。この資料では，1ページ目
から，日本が諸外国 12）と比べて，受信料の徴
収率が低い，徴収のための営業経費が高い，
対象者が支払う受信料額（衛星受信料の場合）
が高い，公共放送が得る収入額が高いと，い
かに“特殊”であるかが示されていた。そのう
えで，「日本の放送業界が，公共放送と民間放
送との二元体制の下で発展してきた経緯も踏ま
えつつ，放送法の制定・施行以来未着手の受
信料制度の改革に取り組むことが急務と考えら
れる13）」と記されており，高市早苗総務大臣（当
時）のもと，総務省が受信料制度改革に並 な々
らぬ決意で臨もうとしていることがうかがえる
内容であった。ここには，徴収対象をテレビ端
末のみとするのか，それとも同時配信サービス
も対象とするのか，もしくは端末設置の有無に
かかわらず負担するのか（「イギリス型」か「ド
イツ型」か）という論点をはじめ，徴収対象を
個人とするのか世帯とするのか，受信料額をど
のように決定するのか等，受信料制度を巡る6
点の論点が提示され，幅広い議論が行われた。

③2020年8〜9月

〈NHK，新会長のもとで2つの意思表示〉

この時期，NHKは経営の意思表示ともいえ
る2つの案を公表した。1つ目は8月4日に発表
した経営計画案である。ここではキーコンセプ
トとして，“新しい「NHKらしさの追求」”を打
ち出すとともに，コスト構造の改革を徹底して

“スリムで強靭なNHK”を目指すとした。案で
は具体的なスリム化策として，衛星波の削減と
音声波の削減の検討や，3年間で630 億円規
模の支出削減を行うとした。

ただし受信料額については，「現行の料額
を維持することとします。より質の高い「NHK
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らしい」コンテンツをお届けし，「受信料の価
値の最大化」を図ります」と，経営計画内の3
年間に値下げは行わない姿勢を示した 14）。

2 つ目は 9月16日に意見募集を開始した
「NHKインターネット活用業務実施基準（以下，
ネット活用実施基準）（素案）15）」である。中で
も注目されたのが実施に要する費用だ。

NHKのネット活用業務は放送を補完する
サービスとの位置づけであるため，これまで
NHKは自ら上限を設け，その枠内でサービス
を行ってきた。ここ数年の上限は，受信料収
入の2.5％以内であり，放送同時配信サービス

「NHKプラス」を開始した2020年度について
も，民放連や日本新聞協会の強い批判もあり，
この上限を変更することはなかった 16）。前田会
長はこの2.5％について，「今年度限りの限定的
な制約17）」と捉えているとして，素案で数字は
示さず，今後，精査を進めて2021年1月に公
表する経営計画に記載するとした。

以上のNHKの2つの意思表示に対して，民
放連や日本新聞協会は強く反発した。ここで
は民放連の意見を紹介しておく。

まず，前者のNHKの経営計画案について
である。民放連の永原伸専務理事は第8回の
分科会のヒアリングにおいて，ネット動画配信
サービスは有料の場合でも1,000円前後であ
り，それと比べても月額2,230円の衛星受信料
は高額であると指摘した。そして，例えば平
均年収が200万円の20 代前半の若者たちは，

「それならスマホで動画配信サービスを見るか
らテレビは要らない」となるのではないかと危
惧を示した。そのうえで，NHKの経営計画案
に受信料額を見直す考えが示されていないこと
について，「私どもの懸念に応えていないばか
りか，国民・視聴者の受信料に対する不満や

不信を解消しようという姿勢がみじんもうかが
えません」と発言した 18）。筆者は分科会をウェ
ブで傍聴していたが，非常に強い口調であった
ことが印象に残っている。

後者のネット活用実施基準の変更素案につ
いては，大久保好男会長が9月の定例会見に
おいて以下のように述べている。「わずか1年で

（2.5％を）撤廃するならば，昨年の放送法改正
をめぐる論議は何だったのか。（中略）同時配
信の道を開く方便だったのか19）」。

こうした中で，9月には，のべ4年間の在任
中，常にNHK改革に強い意欲を示してきた高
市氏から武田氏に総務大臣が交代した。そし
て，同月30日には，新大臣初参加のもとで非
公開の分科会が開催され，NHKの前田会長自
らが経営計画案やネット活用実施基準素案に
関する内容を説明した。

④2020年10〜11月

〈NHKの制度改正要望と紛糾する分科会議論〉

2020年10月，NHKは「三位一体改革」をス
ピードアップして進めるための構造改革を行う
には，パッケージとして制度改革が不可欠であ
ると，以下の3点を要望した。⑴NHKグルー
プ（本体および関連会社・団体）の合理化や柔
軟な再編のための中間持ち株会社の設置，⑵
訪問によらない営業活動の実現のための「受信
設備の設置届出義務」と「未契約者氏名等（居
住者情報）の照会」の導入，⑶剰余金を積み立
てて受信料の値下げの原資を明確化するため
の受信料還元に関する科目の設置，である20）。

その後，分科会の議論は，NHKからのこ
れらの要望と，これに加えて民放連から要望
のあった放送ネットワークの維持・管理等に関
する協力義務の4項目に議論が絞られていく。
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その過程で，NHKが要望した ⑵ の項目に関
連して総務省の事務局側から“検討の方向性”
として示された，「支払い義務の明確化」を巡
り，議論が大きく紛糾することになる。この議
論がどのように収れんし，2021年1月に公表さ
れるとりまとめに至ったのかについては，次節
で詳しく見ていく。

なお，11月10日には，NHKがネット活用実
施基準の変更案 21）を総務省に認可申請した。
変更案には，素案の段階では示さず経営計画
で示すとしていた上限について，「年額200 億円
を超えない」と明示した。総務省はNHKに対
して，費用の上限を定めないことは放送法およ
び審査基準に反するとの姿勢を示していた 22）。

⑤2020年12月〜2021年1月

〈NHK，経営計画公表　値下げ明記へ〉

武田大臣は就任直後から，菅義偉内閣総理
大臣が主要政策として掲げる携帯電話料金の
値下げに取り組んできた。そして，その政策
が一段落する間もなく，「多くの国民から，携
帯電話の料金よりも，むしろ受信料の水準を
下げるべきだという意見が多数」寄せられてい
ると，NHKに対して姿勢の変更を求めてきた。
NHKが経営計画案で受信料額の現状維持を
示していたのに対し，12月1日公表の「日本
放送協会令和元年度業務報告書に付する総
務大臣の意見 23）」では，受信料のあり方を早
急に見直すべき旨を記載した。また，メディア
の取材にも積極的に応じ，「これだけの利益を
出しているのに，受信料の値下げをぐずぐず
言っているってこと自体が，国民に対して常識
がない 24）」等，強い言葉で国民に対してアピー
ルし続けた。

こうした中，2021年1月13日，NHKは経営

委員会で経営計画を議決し，公表した。案の
段階では料額を据え置くとしていた受信料額に
ついては，コスト削減によって生み出した700
億円を原資として2023年度に値下げする方針
を掲げた。NHKの前田会長は会見で，「方針
を変えたわけではなくて，3か年計画をやって
みて，かつ，21年度の予算の査定をして，ど
のくらい切り込めるかというのを全部確認しま
したので，その結果，これくらいのことは，少
なくともできるし，目標化したいと思った」と述
べた 25）。

このNHKの決定に対し，複数の新聞や雑
誌，ネットメディアが，武田大臣の圧力があっ
た，もしくはそれに屈したのではないかと報じ
た 26）。しかし武田大臣は，会見でこの報道内
容を否定している27）。

同じ2021年1月には諸課題検の分科会が，
制度改正の方向性を示すとりまとめを公表し
た。

2-2　制度改正に向けた 4 項目

ここからは，分科会のとりまとめで制度改正
の方向性が示された4つの項目についてそれぞ
れ見ていきたい。4つのうち，3つはNHKから，
1つは民放連から要望されたものである。議事
録において重要だと感じた発言内容も交えて，
それぞれの要望の背景・理由と，とりまとめに
至る議論を筆者なりに再構成する。

①中間持ち株会社制の導入　

〈要望の背景・理由〉

NHKはこれまで，「三位一体改革」の一環
として，関連会社のうち4つを2つに合併して
きた 28）。しかし，個々の組織には設立の経緯
の違いや，給与体系や福利厚生の違いがあり，
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合併には時間がかかり結果的にコストが高くな
ることもあったという。そのため，より迅速な
グループ再編の実現と，共通機能の集約のた
めには，「持ち株会社制度の方がはるかに機能
的で効率的にできる29）」と，本制度の導入を要
望した。みずほフィナンシャルグループ社長・
会長を歴任し，持ち株会社経営の当事者で
あった前田会長自らも，会見等でこの改革に強
い意欲を持っていることを示した。

〈とりまとめに至る議論〉

この提案に対し，分科会の議論ではかなり
の時間が割かれた。多くの構成員からは，果
たしてどこまで効率化・合理化の効果がある
のか，それをどのように明らかにしていくのか，
という疑問が呈された。また，階層が増える
ことによって，視聴者・国民に対する透明性
が失われてしまうのではないかとの懸念も挙げ
られた。林構成員からは，グループ全体の独
善性が抑制される点で望ましいとされる子会
社の少数株主によるチェックが失われてしまう
のではないか，新美育文構成員からは，効率
性の観点から考えると費用便益分析をするが，
そもそも営利法人でないNHKに利潤という概
念が出てくるのか，というグループ経営の本質
を問う意見も出された 30）。これらの議論の結
果，2020 年11月20日のとりまとめ（案）31）の
段階では，NHKの説明が不十分であるとして，
制度改正は見送られる方向となっていた。

しかし，その後の意見募集で，NHKから
「本体の人員を増加させることなく，役員数の
半減，管理部門の要員数の3割減等の人員削
減」を図ること，「重複機能の整理を進めるこ
と等により，設置にかけたコスト以上の効果を
出すことを目標とする」等，具体的な追加説明

があったことを受け，とりまとめ案は大幅修正
されて，最終的に制度改正の方向性が示され
るに至った。今後の留意点として，合理化・効
率化の効果に対する事後的な検証をNHKで
も毎年度行うことや，必要な水準を超えた剰
余金が子会社に蓄積されないような配当のあり
方を明らかにすることが追記された 32）。

②繰越剰余金の還元

〈要望の背景・理由〉

NHKの受信料額の決定には，費用に基づ
いて収入を決める「総括原価方式」がとられて
いる。毎年，NHKが収支予算案を作成し，そ
の案に総務大臣の意見を付したものを，国民
の代表である国会が議論し承認するという流
れになっている。

また，決算時に事業収支差金が発生した場
合には，翌年度以降の財政安定のための繰越
金としてきた。NHKはこの繰越金のうち，地
震等のリスクに備える等の財政安定のために，
事業支出の10％以上が必要だと主張してきた。

ただ，近年は繰越金が増加し続けており，
2019年度には事業支出の17.9％に相当する
1,280 億円にのぼっている。このため，受信料
値下げの原資を明確にするため，財務諸表に
おいて受信料還元に関する科目を新設すること
を要望した 33）。

〈とりまとめに至る議論〉

NHKの要望は科目の新設のみであり，還元
のタイミングは一定額が貯

た

まったところで行うと
いうものであった。しかし構成員たちからは，
還元が確実に行われる仕組みとパッケージで
検討すべきではとの意見が相次いだ。

その結果，とりまとめでは「一定水準を超え
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る剰余金については（中略）次の中期経営計画
の期間において受信料の引下げに充当するこ
とを義務付ける制度を導入することが適当」と
された 34）。ただし，この“一定水準”の額がど
のくらいの水準を示すのか，どう決めるのかに
ついては今後の検討事項とされている。また
NHKに対しては，「積立金が蓄積されている
にもかかわらず，受信料の引下げを実施しない
場合には，国民・視聴者に対してその理由に
ついて説明責任を果たすべき」「予算消化を目
的とする不要な支出が生じないよう，これまで
以上にチェック体制を確保することが必要」と
された 35）。宍戸 常

じょう

寿
じ

構成員はとりまとめに至
る議論の中で，NHKには「外在的な規律以上
に，内的にきちんと，放送番組の質などは落と
さずに，むしろ高める方向で，効率的にやって
いただくということが重要 36）」であると，経営
委員会，政府，国会という重層的なチェックの
基本的な枠組みの中でも，自律的な経営体と
してNHKの執行部の責任が重要である旨を繰
り返し強調した。

③受信料の公平負担に向けた制度改正

〈要望の背景・理由〉

テレビ等の放送を受信する端末 37）を設置す
るすべての世帯に，NHKを見る見ないにかか
わらず公平に受信料を負担してもらう，そのこ
とで，国民の“知る権利”が守られ，社会の健
全な情報環境が整備される，そしてNHKに
おいては独立した判断に基づく報道や番組制
作が可能となる，これが日本の受信料制度の
肝である。制度の建てつけとしては，受信端末
を設置した者にはNHKと契約を締結する義務
があり，その契約に基づいて，受信料を支払
う義務が生じるという二段構えとなっている。

NHKによると，2019年度における世帯支払
率は82％で，未契約等の世帯は約1,372万と
推計している。このうち，どの世帯や事業所
が受信契約の対象なのか，もしくは受信端末
を設置しているかを把握するために訪問巡回
活動が行われている。この活動は，公平負担
の徹底という目標のもと，NHKの営業にとっ
て主要な業務となってきた。

しかしこの業務は，高額な営業経費とクレー
ムやトラブルの発生という2つの問題を抱えて
いることが指摘されている。前者については，
例えば2019年度には営業経費759 億円のうち
305 億円が訪問活動費として支出されている
が，この費用が適正なのかどうかが諸課題検
で議論されてきた。後者については，国会の
総務委員会 38）でも指摘を受けている。

こうした背景のもと，NHKは分科会に対し
て2つの新たな制度の導入を要望した。1つ
は，受信設備を設置した際にそれをNHKに届
け出る，もしくは設置していない場合は未設置
であることを届け出る，これを義務づける制度
である。もう1つは，未契約者の氏名等（居住
者情報）の照会ができる制度である。この2つ
の制度がセットで導入されることで，営業経費
は大幅に削減され，クレーム抑止も可能となり，
何より受信料の公平負担の徹底につながると
NHKは主張した。

具体的な運用イメージとして下記のような内
容が紹介された。これまでは未契約者等に放
送での周知と無記名でのポスティングを行い，
それで届け出がない場合には訪問活動に移行
していたが，新制度が導入されれば，氏名照
会を行い，そのうえで，今度は無記名よりもレ
スポンス率の高い記名入りの郵送による案内を
行う。この案内の中には，未設置の場合は届
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け出てもらう旨も記載する。それでも設置・未
設置いずれも届け出がない場合には初めて訪
問による対応を行い，さらにそれでも届け出が
ない場合には，その対象者については「受信
設備の設置を推定」し，最終的に訴訟を提起
するというものであった 39）。

〈とりまとめに至る議論〉

この2つの要望は，分科会での議論の結果，
両方とも不適当とされた。代わりにとりまとめ
では，正当な理由がないにもかかわらず，受信
契約の締結に応じない受信設備の設置者のみ
に対して，刑事罰・行政罰とは異なる民事上の
担保措置としての割増金を適用することを法律
に規定する方向性が示された40）。

なぜ 2つとも不適当とされ，新たな内容が
方向性として示されたのか。そのプロセスでど
のような議論があったのか。第10回以降の分
科会の議論をもとに詳細に振り返る。

＊取り下げた“未設置者”への届け出義務

まず“未設置者”に対する届け出義務を設け
たいという要望については，当初から構成員の
反対や消極的な意見が相次いだ。契約締結前
の義務というのは根拠がない，国民感情的に
も理解が得られない，一方的に未設置者に不
利益を与えるものになるのでは等である。これ
に対してNHKは，現在の訪問活動では，受
信設備を設置しているかどうかがわからないた
め，設置の確認や契約のお願い等でたびたび
訪問をしているが，未設置を届け出てもらうこ
とによって，一定期間訪問しない等，未設置
の方々にとってもメリットのある運用になると考
えていると反論した。しかし，この要望につい
ては議論の途中 41）でNHK側が撤回した。

＊受け入れられなかった未契約者の
　　　　　氏名等（居住者情報）の照会

未契約者の氏名等の照会ができる制度の導
入の要望に対して理解を示したのは宍戸構成
員である。「もともと現在の受信料制度は，協
会の放送を受信できる設備を設置するという
ことは私的なものではないという前提に立って
つくられているはずだと理解」しているとした
うえで，居住者情報の取得には設置申告を担
保する実効性があると述べた 42）。しかし，ほ
かの多くの構成員からは，個人情報の取得の
規模が NHKの試算では初年度で900万件，2
年目以降に300万件というがそれは大規模で
はないかという意見や，照会先機関に大きな
負担を生じさせるのではないかといった疑問，
仮にNHKが個人情報を取得したとしても第三
者提供は適切ではなく，現在，訪問活動を委
託している法人との関係についての整理が必
要ではないか等の多くの問題点が挙げられ，
不適当となった 43）。

＊事務局が提起した“支払い義務化”

では，受信端末の設置者に対する届け出の
義務についてはどのような議論が行われたの
か。事務局から示された資料の内容とともに見
ていきたい。

事務局はNHKが制度改正を要望するタイミ
ングに合わせて，2回にわたり，要望のメリッ
ト・デメリットを記した論点整理と検討の方向
性についての資料を提示した 44）。筆者はこれ
まで多くの諸課題検を傍聴しているが，事業
者ヒアリングとほぼ同じタイミングで事務局側
が議論の方向性まで示す資料を出すのは珍し
いことである。

その資料の中で，多くの構成員が注目し意
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見が噴出したのが，受信端末設置者への届け
出義務の要望に対して事務局が示した，“検
討の方向性”についてであった。事務局は，
NHKの要望は，現在の契約締結義務と二重
の義務となるため「設置者からしてもあまり意
味のない不要な負担になってしまう」とした。
また，「通知義務違反の担保措置を契約に根
拠を置くものにしますと，契約締結の前には適
用できない」，つまり，契約関係が発生しない
限り，違反を問うことはできないため，制度は
有効に機能しないのではないか，とした。そ
のため，“受信端末を設置した段階で受信料の
支払い義務が発生する”という法的枠組みの
方向性について議論してほしい，と提起したの
である。

こうした事務局の提起に対し，複数の構成
員が異論を唱えた。中でも小塚壮一郎構成員
と宍戸構成員は，第10回の会合でかなりの
時間を割いて事務局の提起について発言した。
小塚構成員は，議論をする前提がよくわからな
い，としたうえで，2017年の最高裁大法廷判
決 45）でも，設置者との契約締結によってNHK
との関係が生じ，受信料の負担はその契約に
よって生じると確認されているとし，それを変
えるのは放送制度全体，少なくともNHKの
あり方全体に関わる大きな議論になり，それ
を議論する環境が出てきているとは思えない，
と述べた。宍戸構成員は，支払い義務を課す
ほうが届け出義務などよりもより強制的で，よ
り現行の二元体制受信料制度を変質させるも
のだろうとし，公平負担のためにより強力な手
段を法的にNHKに求めることになれば，それ
によって受信者とNHKの絆が弱くならないか
懸念していると述べた 46）。

では，当事者であるNHKはどのようなスタ

ンスだったのか。NHKは自らの要望を示すプ
レゼンで，支払い義務化を求めない理由を，
以下のように説明している。契約締結を求める
やりとりの中で視聴者との関係を構築していく
プロセスが重要であり，最高裁大法廷判決に
よって判断された現在の契約構成がふさわしい
と考えていること，そして，2006年に支払い
義務を放送法上に規定することが検討された
際，支払い率の向上が85％程度と期待された
が（当時は70％程度），2019年度末で83％ま
で向上しているということである 47）。

ちなみに，2006年に支払い義務化が検討
された際には，NHKはこの制度改正は視聴
者にとってわかりやすく公平負担の徹底につな
がると前向きな姿勢を示していた。しかし，翌
2007年，当時の菅総務大臣は支払い義務化
の制度改正は受信料の2割の値下げとワンセッ
トであるという見解を示した。結局，NHKは
値下げを判断せず，支払い義務化が制度改正
に盛り込まれることはなかった48）。

＊構成員から提案された“割増金”制度案

第11回の会合で，事務局は修正した資料を
もとに，支払い義務化に向けた議論を行うよう
改めて提起した。しかし，構成員の中に事務
局の提起した支払い義務化に賛同する意見は
なかった。そして，議論は最高裁大法廷判決
で示されたNHKとの契約締結を前提に，い
かに受信料の公平負担に向けた取り組みに実
効性を持たせていくか，という観点で進んで
いった。この議論において新たな提案を行い，
とりまとめに向けた議論をリードしたのが小塚
構成員であった。

小塚構成員は以下のように整理した。受信
端末を設置した者が受信料を支払わなければ
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ならないという“規範としての義務”は，すで
にNHKとの契約に基づくものとして明確化さ
れている。NHKが今回提案した受信端末設
置の届け出義務は，同じ義務でも，規範とし
ての義務の“実現確保”のためのものである。
しかし，それを法律に書いてもどのくらいの効
果が期待されるのか。むしろ民事的な担保措
置を制度化する方向を進めるべきではないか。
小塚構成員はこのように述べたうえで，本来
契約すべき受信料契約をしなかったことによっ
て，NHKあるいはほかの受信者に一種の損
害を与えている，その損害の部分を補てんする

「割増金」という制度を導入すべきではないか，
と提案した 49）。

結局，この提案が多くの構成員の賛同を得
ることとなり，今回のとりまとめに記載される
に至った。ただ，割増金請求の実施について
は，「ソフトな受信者対応をまず模索すること
が大事」「割増金を過度に強調した営業活動
が行われることがないよう」等と，NHKに慎
重を期す声が多かった 50）。

④放送ネットワーク維持・管理に関する
NHKと民放との連携

〈要望の背景・理由〉

今回のとりまとめの項目の中で，この項目だ
けが，NHKからではなく民放連からの要望で
あった。民放連は第8回において「放送サービ
スの維持あるいは向上に係る部分は，受信料
を財源とするNHKにより多く負担してもらえな
いかという要望」を会員社からよく聞くとして，
その例としてミニサテライト局（通称：ミニサテ
局）の維持や更新を挙げた。ミニサテ局は正
式には極微小電力局といい，おおよそ数百世
帯以下の小エリアをカバーする局のことを指す。

民放連によると，アナログ放送の時代には鉄
塔やアンテナなどの共用部分はNHKが負担し
ていたが，地デジ化したときに波数割による負
担となったという。数年後に更新のタイミング
を迎えるため，「ローカル局からすればごくわず
かな世帯のために億単位の費用を負担する」の
は厳しいと，NHKに協力を求めた 51）。

〈とりまとめに至る議論〉

民放連のこの提案に関して，分科会の構成
員の多くが，積極的に考えていくべきではない
かという趣旨の発言を行った。また，民放連
に対しては，NHKとの協力関係を期待してい
るのはもっぱらインフラのみなのかとか，配信
における共通プラットフォームの整備や共通の
地域配信基盤整備はどうなのか，という質問
もあった。これに対して民放連は，配信サー
ビスについては個社の事業領域であるため最
初から強制的にNHKと民放が一緒という考え
方は難しいと，これまで常時同時配信の議論
で発言してきた趣旨の見解を繰り返した。とり
まとめでは，NHKに対し，放送ネットワーク維
持・管理に関する民放との協力の努力義務の
導入が適当であるとした。制度改正後は，連
携の具体化のため，NHKと民放の協議の場
が設けられることになるだろう。

3．NHKと受信料制度の改革議論②
～積み残された論点・
　　　　　　　 議論されなかった論点～

前章では，2021年1月に公表された分科会
のとりまとめで制度改正の方向性が示された4
項目についての議論を見てきた。それ以外にも
NHKと受信料制度を巡る論点は数多い。今回
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図　NHK，受信料制度を巡る議論の全体像

の議論で積み残された論点，また議論されな
かった論点としてどのようなものがあったのか。
そして，分科会の議論の枠組みの外にある，
視聴者・国民が少なからず抱いていると思わ
れる疑問・違和感とは何か。これを筆者なり
にまとめてみたのが図である。以下，この図に
沿って，NHKおよび受信料制度の今後や課題
について，筆者なりの見解も交えて論じてみた
い。

3-1　積み残された論点

＊営業活動に関する施策

今回の分科会では，訪問によらない営業活
動の推進を掲げてNHKが要望した2つの制
度改正はいずれも不適当となった。訪問巡回
活動は今後も引き続き行っていかなければなら
ない。制度改正で割増金制度が創設されるこ
とになれば，それをきっかけに公平負担の周
知徹底の効果はある程度期待できるだろうが，

「罰則ではなく民事上の担保措置」というこの
制度の趣旨を，訪問活動においてどのように理

今後検討すべき項目

分科会の枠組み外の
疑問・違和感

今回のとりまとめ

今回の分科会議論で
積み残された論点

＊二元体制の将来
　（放送の公共性）

＊地上放送の今後
　（ユニバーサル・サービス）

＊受信料額の決定方法？

＊受信料の徴収単位？
＊ネット受信料? 負担金化？
＊NHKネットサービスの将来像？

＊衛星付加受信料の見直し
＊営業活動に対する施策

❶中間持ち株会社制の導入
❷繰越剰余金の還元
❸設置未契約者への割増金制度
❹放送ネットワーク維持・管理
　における民放との協力義務

◦公共放送は必要？

◦受信料の使い道は
変えられない？

◦放送は免許事業で
なければだめ？

◦ユニバーサル・サービス
実現は放送波でなけれ
ばだめ？

◦番組に不服な場合，
　支払い拒否は
　認められないの？

◦スクランブル化では
だめ？

◦テレビは必要ないの
では？

◦NHKの経営の
　合理化・効率化

◦受信料の
　値下げ・公平負担

◦ユニバーサル・サービス
　の維持

NHK自身で
引き続き対応もしくは速やかに
方向性を出さなければならない
論点

放送政策として
引き続き検討すべき論点

放送の未来像議論から
NHKや受信料の役割を再検討
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解してもらえるか，課題は大きい。分科会でも，
制度ができたからといってそれを振りかざすべ
きではないという意見が数多く出ていた。この
ことをNHKは肝に銘じなければならない。

また，要望した制度改正はかなわなかった
ものの，NHKは経営計画において，これまで
以上に訪問によらない営業活動に向けて業務
モデルを転換することを大きく打ち出した 52）。
分科会では，従来からのケーブルテレビや不
動産会社との連携に加えて家電量販店と連携
を深めることが提案されたり，また武田総務
大臣からは2020 年12月，全国約2万4,000
局ある郵便局のノウハウを受信料の徴収に生
かすことができないか，という案も出されたり
している 53）。NHKは今後一層，さまざまな媒
体や事業者の力を借りながら営業活動を進め
ていくことになる。

視聴者・国民の接点となるこれらの事業者に
対しては，受信料制度への理解だけでなく，今
後，NHKが公共メディアとして目指していく方
向性についても，納得し共感してもらうことが
何より重要である。謙虚に真摯に向き合う姿勢
が NHKにはこれまで以上に求められるだろう。

そうした点を踏まえたうえでのことだが，筆
者が分科会で注目した意見がある。それは，
長田三紀構成員と西田構成員が提案した，受
信設備の未設置もしくは非設置の人たちに“任
意”でNHKにその旨を申し出てもらうことがで
きないか，というものである 54）。その申し出を
どう確認すべきか，正直に申し出てくれる人ば
かりではないのではないか，どのくらいの期間
を置いて再アプローチすべきか等，さまざまな
難しさはあるが，NHKにとっては，訪問営業
を減少させる効果が期待でき，トラブルの回
避にもつながる一案ではないだろうか。そして

何より，このことで，テレビを設置しない人た
ちと接することができる貴重な回路を作ること
ができる。なぜテレビを設置しないのか，ど
うやって情報やコンテンツに接しているのか，
NHKや放送に対してどのような見解を持ってい
るのか。こうしたコミュニケーションを積み重
ね，ニーズを把握し新たなサービスを考えてい
くことは，テレビ端末離れが今後一層進むこと
が予測される中で，NHKにとって，また放送
メディア全体にとって，重要な関係作りと知見
の蓄積になるのではないだろうか。

＊衛星付加受信料の見直し

衛星付加受信料については，放送開始時と
比べ料額がほとんど変わっていないことへの
批判，有料配信と比べて割高感があるという
民放連等の指摘，アンテナの設置に関与して
いないにもかかわらず集合住宅で衛星契約の
対象となってしまうという受動受信の実態等，
分科会ではさまざまな課題が指摘されてきた。

ただ，この課題をどうするかについては，「受
信料の在り方のみならずNHKの業務の在り方
の両面にわたり，根幹をなす論点 55）」であると
し，分科会ではこれ以上議論を深めず，まず
はNHKに考え方を示してもらうべきとなった。
前田会長は，経営計画公表の際の会長会見
で，衛星付加受信料を地上波と一体化して総
合受信料とし，衛星放送を見る環境にない世
帯についてはディスカウントする仕組みを検討
したいと発言している 56）。

今後はNHKの中で考え方を整理し，それ
を発表していくことになる。仮に総合受信料と
いう方向性を目指すなら，まず受動受信の状
態に置かれている視聴者・国民に対してどのよ
うな姿勢で臨むのかが問われるだろう。また，
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現在 NHKでは2023 年度に衛星受信料の値
下げを想定しているが，総合受信料化した場
合，さらなる値下げを望む声が上がる可能性
も否定できない。そのためにもNHKは，今後
はユニバーサル・サービスを提供するメディア
として衛星放送をどのように位置づけていくの
か，地上波との役割分担やチャンネルのコンセ
プトをこれまで以上に明確に打ち出していく必
要がある。

大胆な合理化やコスト削減はいまのNHKに
とって至上命題である。しかしNHKは，自
身のことだけ考えていればいいわけではない。
NHKは衛星波については2023 年度に2Kの1
波を削減し，最終的に右旋は4K1波化を検討
していくと明言している。そして左旋の8Kに
ついては，東京オリンピック・パラリンピック
大会のあとにあり方に対する検討を始めるとし
ている。こうした状況の中，衛星放送サービ
ス全体の将来を見据えて，引き続きどのような
立場で先導的役割を果たしていくのか。また，
日本のコンテンツ文化を担うNHK以外の人々
の育成や表現の場を提供するという役割を，
どのような形で継続していくのか。幅広い視野
を持ち，関係者にも開かれた前向きなメディア
議論を期待したい。

＊NHKのネットサービスと受信料制度の今後

この論点が諸課題検で本格的に議論された
のは，今回の分科会が初めてである。同種の
内容は2015 年9月，自民党の「放送法改正に
関する小委員会」の第一次提言 57）で提起され
たことがあった。その後，2017年7月にNHK
会長の諮問機関である「NHK受信料制度等
検討委員会」が，放送同時配信は「インフラの
整備や国民的な合意形成の環境が整うことを

前提に，受信料型を目指すことに一定の合理
性がある 58）」という答申を出したことを受け， 
NHKが親会でその答申を報告した。しかし，
当時の高市大臣はこれを時期尚早と一蹴し，
その後，この論点が議論されることはなかっ
た。2020年1月に改正放送法が施行されたが，
NHKのネット活用業務はあくまで放送の補完
とされ，放送同時配信も受信契約者向けのモ
アサービスの位置づけとしてスタートしている。

分科会では，放送の受信設備の設置者に加
えて同時配信・見逃し配信サービスのみを利用
する者も受信料を担うとする「イギリス型」と，
受信設備の設置の有無にかかわらずすべての
世帯・事業所が放送負担金を担うとする「ドイ
ツ型」の，どちらが日本の今後の受信料制度
になじむのか，議論が行われた。しかし，今
回のとりまとめで結論は先送りされる判断と
なった。理由は以下のとおりである。

イギリス型の導入については，まだ日本は同
時配信黎明期であり，サービス利用者の拡大
が阻害される可能性があるため時期尚早であ
り，ドイツ型の導入については，国民のほとん
どが伝送路を問わず（放送だけでなく通信で
も）公共放送の視聴が可能になるか，もしくは
視聴実態がある状態を待たなければ難しい，
ということになった。とりまとめでは，まずは
NHKプラスと民放の見逃し配信プラットフォー
ム「TVer」へのコンテンツ提供によって，ネット
を通じた視聴拡大を図ることが重要とされた。

同時配信のユーザーの増加や視聴環境の拡
大を待とうという分科会の判断について，筆者
は強い違和感を覚えた。検討された英独では，
NetflixやGAFAが配信サービスを開始する以
前の2007年もしくは2008年に，公共放送が
同時配信および見逃し配信を開始しており，10
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年以上かけてネット上でユーザーの視聴習慣を
作ってきている。加えてイギリスではかなり早
い段階から，公共放送と商業放送による共通
プラットフォームでサービスが展開されてきた。
一方，日本は，NHKの同時配信実施やNHK
と民放の共通配信プラットフォーム化に民放
等が反対し，民放においては本格的な同時配
信はこれからのようである。そんな中，日本で
は多様な無料広告モデルのネットサービスや，
500 ～ 1,000円程度の有料配信サービスが乱
立し，ユーザーたちはこうしたサービスで着々
と視聴習慣を作り上げてしまっている。こうし
た状況を鑑みると，筆者は，どれだけ待てば
分科会が言うところの議論の機が熟すのだろ
うか，と問いたくなる。

分科会の判断にはもう1つ違和感があった。
SNSを中心としたネット上のコミュニケーション
環境の広がりや，外部プラットフォームの影響
力が増す中で，放送のチャンネルや番組をその
まま配信する同時配信や見逃し配信よりも，テ
キストやショートコンテンツ等の多様なスタイル
やネットファーストのオリジナルコンテンツを展
開するほうが，テレビを設置しない，もしくは
放送番組に接することが少ない層にはアプロー
チできるという事業者の経験が，議論ではあま
り共有されなかったからである。もちろん，こ
のことは，同時配信や見逃し配信を否定するも
のではない。だが，ネットならではのサービス
の伸びしろは，むしろこうした多様な展開のほ
うにあるのではないかというのは，多くの放送
事業者が共通して感じていることではないだろ
うか。

NHKは今回の経営計画において，NHKの
放送・サービスを「いつでもどこでも最適な媒
体を通じてお届けし続ける」とし，その内容を

重点項目の中で具体的に提示している。例え
ば，「デジタル技術を活用し，災害情報等を
的確に分類して，視聴者の方々一人ひとりが
必要とする情報を最適な形で届ける」「「新時
代における子どもたちの学び」に対応するコン
テンツを開発し，放送とインターネット（NHK 
for School等）で提供」「医療・福祉，各地域
の課題など，社会が直面する問題を取り上げ，
放送とインターネットが連動するコンテンツなど
を制作」「NHKが取材・分析したコンテンツや
データ素材をオープンデータ化して広く活用」
してもらう，等である 59）。多様なネット展開に
おいてこそ，公共メディアの存在意義を示して
いけるのではないかというNHKの強い意思が
うかがえる内容である。

ただ，先にも述べたが，現状においてNHK
のネット活用は任意業務である。費用の上限
設定をはじめ，放送に紐づかないネットファー
ストのコンテンツの展開はできず，放送に紐づ
くコンテンツのネット展開も「理解増進情報」
と位置づけられ，その範囲が適正であるかど
うかを競合事業者から意見を聞かなければな
らないルールとなっている。そして，NHKのこ
うした多様なネット展開に対しては，民放や新
聞の視線は極めて厳しい。民放連は，「受信
料が放送波の受信設備に紐づく以上，放送以
外の事業への流用には一定の制約があるのは
当然のこと」としており，「肥大化や民業圧迫
の批判」があるからではない，としている 60）。
指摘のとおりであると筆者も思う。ならばどう
するのか。分科会では，そこにも切り込んで
議論をしてほしかったというのが筆者の本音で
ある。

今回先送りしたこの論点について，早晩向
き合わなければならないと考えている構成員も
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少なくないようである。英独からすでに10年以
上遅れ，ここまで事業者の事情が複雑に絡み
合ってしまっているのであれば，むしろ単純に
英米の制度を踏襲するのではなく，日本のいま
のネットユーザーの実態に即した新たな制度を
創造していくというのも一考に値するのではな
いか。

具体的なイメージが筆者にあるわけではな
いが，ネット空間では，信頼できる情報を提
供し，分断されがちな人々や地域，コミュニ
ティーをつなぐ存在として，放送事業者が新
たに公共的な役割を切り開いていける可能性
は大きいのではないかと考えている。そうい
う観点から，NHKのネット活用業務を同時配
信や見逃し配信といった放送コンテンツをその
まま提供することのみを対象とせず，もう少し
広く捉えたうえで，民業ではできないところで
NHKが貢献できる分野とは何かを民放と議論
しながらきちんと精査し，また，民放や地域
メディアに対して下支えや協力ができる分野と
は何かを探っていくような議論はできないもの
だろうか。これまでの議論は，同時配信・見
逃し配信の共通プラットフォーム化に強く引っ
ぱられていた。しかし，それだけがネット上に
おける二元体制の体現ではないはずである。
もっと柔軟でダイナミックな未来に向けた議論
を期待したいものである。

3-2　議論されなかった論点

＊「ユニバーサル・サービス」と「放送の公共性」

第1章でも述べたが，筆者は受信料制度の
議論は，放送の未来像を“主語”にして行われ
るべきだと考えている。なぜなら，5Gの開始
やブロードバンドのユニバーサル・サービス化
の議論の進展等に見られる“情報を伝送するイ

ンフラの中立化”，ネットサービスの拡大によ
る“メディアサービスの多様化”，発信のフラッ
ト化と情報の偏り・不確かな情報の氾濫といっ
た“カオス的な情報空間の広がり”の中，「ユニ
バーサル・サービス」「放送の公共性」の再定
義が，早晩避けられないところまでくると考え
ているからだ。

これらの再定義なくしては，「放送の公共性」
を担う公共放送であるという“二重”の「公共
性」を担うNHKが，ともに「二元体制」を担
う民放とどう協力し，それ以上にどう役割分
担（棲み分け）していくか，協力と分担は民放
とだけ考えていればいいのか等，通信融合時
代の公共メデイアの指針となる理念を再設計す
ることは難しいのではないか。理念の再設計
なくしては，受信料制度のあり方や財源の使い
道の本質的な議論も見えてこない。これは前項
で述べたネット活用に関しても同様のことが言
える。

分科会では，以上のような問題意識で発言
していた構成員も少なくなかったが，それら
を束ねて整理し大きな論点につなげていこうと
いう意思が残念ながら事務局には感じられな
かった。

＊これからの社会における公共性とメディア

視点を社会に広げてみると，少子高齢化や
地域間格差，コロナ禍の影響による社会・経
済環境の悪化の中で，Society 5.061）やSDGs

（国連の「持続可能な開発目標 62）」）に代表さ
れる，最先端のテクノロジーを活用したりグ
ローバルに物事を捉えたりする，大きな枠組
みの実践が進んでいる状況がある。同時に，
リアル，バーチャルを問わず共助のつながりが
多層化し，個人がいくつものコミュニティーに
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属し，そこから社会に関わっていくという小さ
な枠組みの実践に可能性を見いだす動きも広
がってきている。このいずれもが，さまざまな
角度から社会の課題解決を目指しており，こ
うした潮流の中で「公共性」そのものに対する
人々の捉え方も大きく変化してきているのでは
ないかと筆者は感じている。

理念をどう共有し，多様性をどう尊重し，そ
のうえで，行政が，企業が，非営利組織が，
市民がどのように役割分担しながら，すべての
人々の安全な暮らしや次世代の環境に貢献し
ていくのか。その中で，メディアが果たせる役
割とは何なのか。

公共的なメディアの担い手は，当然のこと
ながら二元体制の民放とNHKだけではない。
人々の日々の暮らしや心の痛みに近くで寄り添
うミニコミ誌やタウン誌等のマイクロメディア
や，コミュニティ放送局やケーブルテレビ等の
コミュニティーメディアの担い手にこそ，公共的
な意識の高い人々が集っていると実感すること
も多い。また，最近はローカル局や地方紙等
の地域に根差したマスメディアの中で，率先し
てさまざまな課題解決の実践に関わる動きが
目立ってきている。民間企業である以上，こう
した取り組みをどうビジネス化するかという課
題はある。だが，地域の企業を元気にし，地
域内で資金循環を促すことこそが，地域に誇り
を持って生きる人 を々増やすことになるというこ
とを考えると，むしろ地域の一員としてともに
地域を活性化するビジネスに参画することこそ
が，ジャーナリズムや情報伝達という従来の
姿とは違う，“広義の”メディアとしての公共性
を形作っていくことになるのではないかと感じ
ている。

では，公共放送，そして公共メディアに向か

うことを標ぼうするNHKは何を担うべきなの
か。マイクロメディアでもコミュニティーメディ
アでも地域のマスメディアでもない，全国，全
世界をフィールドとするNHKの公共性をどこに
見いだしていけばいいのか。今回の経営計画
でNHKは“新しいNHKらしさの追求”を掲げ，
地域メディアや行政との連携や社会への貢献
をこれまで以上に大きく打ち出しているが，“主
語”をNHKにした視点だけでは，見えてこな
いことも少なくないのではないだろうか。それ
は，NHK本体だけでなく，今回分科会でも問
われたNHKグループが果たすべき役割に対す
る答えも同様であろう。

3-3　視聴者・国民との信頼関係

本章の最後に，今回の分科会の議論を通じ
て，NHKが最も受け止めなければならないと
感じている論点に触れておく。視聴者・国民と
の信頼をどう構築していくか，である。

今回の議論は，NHKの構造改革をいかに
進めていくか，そのために制度的に何が創設
できるかを考えることが大きな柱であった。そ
して，NHKの構造改革は何のために行うのか
といえば，事務局の資料の言葉を借りれば，
受信料の「適正負担」と「公平負担」をいかに
進めるか，ということであった。この2つの目
的について，分科会では今回，1年にも満たな
い短期間に集中的に議論し，具体的な制度改
正を導き出した。その成果は小さくない。

ただ，この議論の周縁には，決して少なくな
い視聴者・国民の疑問・違和感があることを
忘れてはならない。図ではその典型的な声を，
最近の事象や報道，ネット上の書き込み等か
ら示してみた。スクランブル化を訴える主張を
している「NHK受信料を支払わない方法を教
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える党 63）」，合法的に受信料を払わない権利を
確立すべきと主張している立教大学の砂川浩慶
氏の見解 64），ニュース報道番組において放送
法第4条を遵守して放送する義務があることを
確認する「放送法遵守義務確認請求訴訟 65）」等
もある。また，受信料の使途については，放
送にとらわれず言論公共空間のために使うべき
という専修大学の山田健太氏の見解 66），国立
国会図書館の清水直樹氏は，コミュニティーメ
ディアを受信料で支援すべきという龍谷大学の
松浦さと子氏等や放送アーカイブの整備に受信
料をあてるべきという元早稲田大学の花田達
朗氏の提言を踏まえ，新たな放送制度像を提
言している 67）。さらに，放送事業者，NHK，
放送波不要論はネットを少し覗くだけで目に
つく。

こうした疑問や違和感を排除せず，包摂し
た議論をしていかなければ，今後の受信料制
度改革は座礁しかねない。視聴者・国民の関
心，そしてその関心を敏感に感じ取る政治の
関心は，さらに受信料の値下げとNHKのスリ
ム化に集中し，結果として，社会において必
要不可欠な“公共メディア”が担うべき機能そ
のものが失われる事態になってしまうのでは
ないかと筆者は危惧している。そのためにも，
NHKや総務省は，NHKや受信料制度の現状
に疑問や違和感を持つ人たちとのコミュニケー
ションの確保や，理解を深めるための調査・研
究を積極的に行っていく必要があるだろう68）。

分科会の議論では，主に制度面から，NHK
と視聴者・国民との信頼関係をどう担保してい
くか，という趣旨の発言が多く見受けられた。
その際，前章でも触れた最高裁大法廷判決に
おいて，“受信契約の成立には双方の意思表示
の合致が必要”とされたことの重みを引用する

構成員が非常に多かったのが印象的であった。
そのほかの議論としては，将来的な制度とし
て，受信料額の水準や規模を国民がウォッチ
できる第三者機関を設けるべきではないか，と
いう意見も出された。NHKの予算については，
毎年，国会が審議し承諾するか否かを決定し
ているが，政府から独立したところで視聴者・
国民の声をしっかりと反映させていく機関を設
けていくことも，信頼構築の新たな方法ではな
いかと思われる。

番組審議会の場や，経営委員会が主催する
「視聴者のみなさまと語る会」での発言を，経
営の問題としてではなく，NHKの職員一人一
人がきちんと受け止めていくことも重要であろ
う。また，事業・番組制作・報道の現場では，
いまネットも活用しながら視聴者協働によるイ
ベントや番組の制作，オープンジャーナリズム
の取り組みが進んでいる。あらゆる回路を通
じて，いかに視聴者・国民とコミュニケーショ
ンをとっていくか，迂遠なようであるが，これ
が最も重要な，受信料の適正負担と公平負担
を進めていく道筋なのだと改めて感じている。

　

4．NHK・受信料制度以外の
       放送政策議論の動向と今後

総務省の諸課題検ではこの期間，前章で取
り上げた公共放送分科会のほかに，分科会，
ワーキング計4つで議論が行われた 69）。このう
ち，ここでは2つのとりまとめについて簡単に
その概要に触れたうえで，筆者の見解を述べて
おきたい。

4-1　4K放送は「右旋」に

「衛星放送の未来像に関するワーキンググ
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ル ープ」では，2020 年12月，4K放 送に関
するこれまでの政策方針を事実上転換すると
いっても過言ではない内容が含まれた報告書
案 70）が提出された。これまで，4K放送は新た
な周波数帯域である「左旋円偏波」で普及促
進を図るという方針だったが，左旋の視聴のた
めに必要な設備改修の対応が進んでいないこ
と，左旋の事業者の事業運営が厳しいこと，
すでに受信環境が整っている71）BS 右旋帯域
で一部の事業者が撤退したことや，NHKの
衛星波の整理・削減で，今後は空き帯域が発
生することから，まずはBS 右旋で4K放送市
場をしっかり立ち上げることが必要，とされた
のである。右旋は原則的に2Kを放送するとさ
れている「基幹放送普及計画」についても改
正していく方針が示された。

現在，BS 右旋ではNHKとともに在京キー
局系5局が4K放送を行っているが，右旋で
あっても民放各局はマネタイズには至っていな
い状況にある72）。そのこともあり，ピュア4K
の制作は進まず，放送時間に占める比率は1
割程度にとどまっている73）。一方，コロナ禍に
よる在宅時間の増加で4Kテレビの販売は好
調である。視聴可能機器台数は2021年1月に
は約757 万台となっており74），事業者からは，
1,000万台を超えればビジネスになってくると
の見通し75）も示されている。

左旋については，引き続き受信環境の整備
に努めるとともに，放送以外の活用も視野に
検討するとされた。また現在，左旋で8K放
送を行っているNHKは，今後のあり方を検討
していくとしており，放送利用としての左旋の
姿については，今後の大きな課題として残され
ている。

以下は筆者の若干のコメントである。総務

省がこのタイミングで現実的な政策転換を行っ
たことについては前向きに評価したい。ただ，
4Kという新たな放送サービスの展開を通じて
左旋という新たな帯域を開拓していこうという
当初の政策の“志”と，メディア環境の変化の
中における視聴者の“ニーズ”に乖離はなかっ
たのか。もう少し踏み込んで言えば，放送開
始前に示された左旋普及の見通しが甘すぎた
のではなかったか。この疑問は当時から多く
の関係者が抱いており，筆者も論考等で繰り
返し指摘してきた 76）。しかし，筆者も含め，結
局は政策の再考を促すことはできなかった。

国の政策のもと，左旋でサービスを開始して
厳しい経営状況に悩んでいる民間の有料放送
事業者，左旋の受信環境整備に取り組んでき
たケーブルテレビ事業者はじめ数多くの関係者
が存在していることを忘れてはならない。過去
の検証なしに政策をなしくずしに転換していく
という慣例が繰り返されないよう，当時の政策
判断について，振り返ってしっかり検証してお
く必要があるだろう。

4-2　ローカル局の未来像は？

ネット広告の躍進が地上波民放の広告収入
に影を落とす中，人口が減少する地域に基盤
を置くローカル民放の経営の今後に焦点をあて
て考えてきた「放送事業の基盤強化に関する
検討分科会（以下，基盤強化分科会）」でも，
この時期に取りまとめ 77）が公表された。当初
の議論では複数の構成員から，県域免許を前
提としている現在の基幹放送普及計画や，か
つて政治主導で進められてきた「1県 4波化」
政策の見直し等，長期を見据えた政策の必要
性を訴える発言もあった。しかし2020年6月
の取りまとめでは，既存の制度や施策の見直し
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は事業者のニーズに即して行う，つまり政策主
導ではなくあくまで事業者の自主性を重んじる
というこれまでの総務省のスタンスが改めて確
認される内容となった。

翌7月には，基盤強化分科会と同時期 78）に
議論が進められてきた民放連の「ローカルテレ
ビ経営プロジェクト」の報告書がとりまとめら
れた 79）。ここでは，ネットビジネスや放送外収
入の拡充等の「入りを増やす」方策と，設備の
共用等の「出を減らす」方策を同時並行で進
めていく必要性が強調されたが，併せて「ハー
ド・ソフト分離 80）」や「1局2 波 81）」等，これま
でローカル局や民放連では議論が避けられて
きた論点にも踏み込んだ言及がなされていた。

ただ，ローカル局，中でも系列ネットワーク
局の将来は，キー局の今後の経営判断に大き
く委ねられているのが現実である。近年，キー
局による子会社化や関連会社化，株の買い増
しや役員への就任等の動きも進行しており82），
今後はさらに踏み込んだ再編策をローカル局
に提示するキー局もあるのではないかと思わ
れる。

以下，若干のコメントをしておきたい。キー
局のこうした動きは，ローカル局の経営の合理
化の促進や，キー局との連携強化による各種
サービスの充実等，さまざまなメリットもある
と思われる。ただ，キー局の経営判断の最優
先順位が，“キー局にとってのローカル局”“全
国の報道を成り立たせるための地方の報道”と
なってしまうことがあってはならない。なぜな
ら，ローカル局が今後，地域から必要とされる
メディアとして，もしくは，公共的な役割を果
たす地域企業として生きていくという経営の意
思を示すことができなければ，地域の一員とし
て信頼を得続けていくことはできないと思われ

るからである。
2021年2月，宮城県と広島県で，系列を越

えて連携し，全国に向けてローカル番組を同時
配信するサービスの実験が開始された 83）。こ
の実験は，ローカル局等の放送事業者と地域
の事業者が中心となり，地域の情報を含むネッ
ト同時配信用のコンテンツによる新たなビジネ
スモデルを実証するための総務省の事業であ
る 84）。ローカル局が系列を越えて連携する配信
サービスは，すでに中京地区で2020年3月か
ら本サービスとして行われている 85）。

諸課題検の議論において，総務省は民放に
対し，事業者の主体性を重んじるというスタン
スをとっていることは先に触れたとおりである。
確かに現状においては，キー局を中心とした
系列という“タテ”の経営判断が進む中，放送
行政がイニシアチブをとって進めていくことは
なかなか難しいだろう。しかし，ローカル局を
中心とした地域連携という“ヨコ”の取り組み
については，実証という形でサポートするだけ
でなく，それを社会実装させていくために積
極的に関わっていく姿勢が必要ではないだろ
うか。放送政策としてこうした経験を積み重ね
たうえで，最終的には日本の地域社会におけ
る公共的なメディアのあるべき姿をデザインし
ていくための応分の役割を，総務省にも果た
してもらうことを期待したい。

おわりに

「マスコミをやめる。」「決めた。」
静岡新聞の2021年1月11日付朝刊に，こん

な広告 86）が掲載された。特大サイズの文言と，
巨大な捺印をかたどったイラストに809人の社
員の実名とそれぞれの決意文が埋め込まれたも
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のが，4面ものスペースを使って掲載された。静
岡新聞とSBS静岡放送 87）の自社広告である。

紙面を見て，静岡県の読者や視聴者はさぞ
かし驚いたことだろう。しかし，それと同じ，
もしくはそれ以上に，放送業界や地域メディア
に関心のある人たちには強いインパクトを与え
た。アイデンティティーを真っ向から否定するよ
うな改革を宣言した背景に何があるのか，そ
の理由を直接聞きたい要望も多く，短期間のう
ちに経営戦略担当の社員を招いたセミナーや
リモートディスカッションの場が相次いで企画
された 88）。

キャッチコピーの下には説明が続いている。
切り取ってしまうと真意が伝わらないので，少
し長いが説明の前半部分をそのまま引用して
おく。
「……「マスコミ」って何だったんだろうと，

立ち止まって考えてみました。／新聞は，短時
間に大量に印刷できる輪転機の技術が，テレ
ビやラジオは，電波で映像や音声を送り届け
る放送技術が可能にしたメディアでした。「同
じものを同時にたくさんの人に届けられる」よう
になったのです。／インターネットの登場，特に
ブログやソーシャルメディア，動画共有サービ
スなどの普及で，誰もが安価にもしくは無料で，
簡単に情報発信できるようになりました。今や
生活者一人一人が，ネットを通じて情報を発信
し，自分の好きなもの・こと・人に簡単に出会
えるようになり，コミュニティを形成できる環
境が整っています。／「マス」とはいったい何
だったのか？　今も昔も，生活者は一人一人み
んな違う。新聞，テレビ，ラジオを成り立たせ
ている技術の性質上，「マス」と捉えざるを得
なかっただけで，インターネット登場以前にも
実世界に「マス」なんて存在しなかったのでは

ないか。もし，当時今のように一人一人と向き
合える技術があったなら，私たちは「マスコミ」
になったのだろうか，と89）」

今回の宣言は，1950年に制定した，「静岡
県民がよりよく生きられるように貢献する（その
結果社会が発展していく）」ため県民一人一人
に向き合うという社是の原点に立ち戻り，それ
を「1950年のやり方ではなく2021年のやり方
で叶えよう90）」ということを，読者，視聴者に
できるだけわかりやすく，インパクトを持って
伝えたい，と考えられたものであった。もちろ
んテレビもラジオも新聞も，やめると言ってい
るわけではないのである。
“脱”マスコミ，“ユーザー”ファーストの志を

思い切って言葉にした地域メディアの潔さを前
に，筆者は一人の職員として，NHKはどうな
のだろうと改めて考えてしまった。NHKは逆
にマスコミを極め，“ソーシャル”ファーストで
いくということなのかもしれない……。“新しい
NHKらしさ”とは何か，自身の問題としても，
メディア動向を観察し続ける者としても追求し
ていきたい。

   （むらかみ けいこ）

※本稿内容は2021年2月中旬に執筆したものである。

注：
	 1）	総務省 諸課題検・公共放送分科会「公共放送と

受信料制度の在り方に関するとりまとめ」（2021
年 1 月18 日）
https://www.soumu.go.jp/main_content/
000728828.pdf

	 2）	このほか，②グループの合理化の加速，再編の
柔軟化等の改革に強い実効性を持たせるための
中間持ち株会社制の導入，③一定水準を超える
受信料の剰余金を還元目的の「積立金」の勘定
科目に計上し，受信料の引き下げに充当すること
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を義務づける制度の導入，④放送ネットワークの
維持・管理等に関する民間放送事業者との協力
の努力義務

	 3）	https://www.nhk.or.jp/info/pr/plan/assets/
pdf/2021-2023_keikaku.pdf

	 4）	例えば，公共放送分科会第 12 回（2020 年 11 月
20 日）の武田良太総務大臣の発言より（議事要
旨参照）

「携帯電話の料金の引下げの問題に取り組む過
程で，多くの国民から，携帯電話の料金よりも，
むしろ受信料の水準を下げるべきだという意見が
多数寄せられました。このように NHK の受信料
については，国民・視聴者の負担に直結する問
題であり，国民の関心が非常に高いものだと受け
止めております。とりわけ，このコロナ禍において，
公共放送として，家計負担を軽減する観点から，
何ができるのかをしっかりと考えるべきものだと
考えております」

	 5）	公共放送分科会第 12 回，第 13 回（2021 年 1 月
15 日）の西田亮介構成員や長田三紀構成員の発
言より（議事要旨参照）

	 6）	主なものとしては，公共放送分科会第 7 回（2020
年 8 月 26日）の小塚壮一郎構成員，林秀弥構成
員，宍戸常寿構成員の発言より（議事要旨参照）

	 7）	公共放送分科 会第9回（2020 年9月30日）の
NHK前田会長発言より（議事要旨参照）
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